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第２次大戦中の日本学術振興会と科学技術の動員

青　　木　　　　洋

̍ɽ͸͡Ίʹ

　本稿は第２次大戦中の財ஂ法人日本学術振興会（以下，学振と略）の事業活動について，科
学技術動員との関連から考察するものである．学振は第２次大戦前の日本の科学技術の発展に
大きく貢献したされるが，学振の第２次大戦中の事業活動については，これまで΄とんど知ら
れていない１．そのため，大戦中の科学技術動員における学振のҐ置付けも明らかではない．
　この時代は1940年に新体制運動が起こり，その影響は科学技術分野にも及んだ．1941年12月
には太平洋戦争がຄ発し，1942年１月に内ֳに技術院，12月に科学技術審議会が創ઃされる．
1943年には文部省の学術研究会議（以下，学研と略）による研究൝，技術院による戦時研究員
などの制度が創ઃされ，1944年にશ面的に展開される．そうした激動の時代において，学振は
どのような事業を行い，同時代の科学技術動員において，どのようなҐ置付けにあったのか．
その点を明らかにしたい．対৅とする期間は，1940年度から1945年度の終戦までとする．

̎ɽۀࣄͷ֓؍

���ɹࡀೖ
　学振は財ஂ法人であるため，計上された予算は必ずしも当֘年度で消化されず，次年度に܁
りӽされる．そのため，学振の事業活動を೺Ѳするには，予算書の金額では活動実態とဃ཭す
る可能性があり，決算書の金額や実際のࢧ出額（実費）で見る必要がある．
　表１は学振の決算書のࡀ入額の推移である．ただし，1945年度については決算書が残されて
いないため，予算額で代替している．各科目を説明すると，ޚ下ࣀ金はఱߖからの寄附金であ
る．これは学振の寄附行為第６条で基本財産に指定されているが（学振，1934，15ท），1940年
度の５ສ円は時局に対応してਝ速に使用するため，一ൠ会計に計上されている．資産収入は基
本財産の運用益である．補助金は政府補助金と，গ額ではあるが文部省以外の׭ிからの用途
指定の補助金がある．寄附金は寄附者が用途を指定する用途指定寄附金と，金額はわずかであ

　　　　　　　　　
１�　学振のྺ史については，広ॏ（1973）が代表的な先行研究であり，学振の正史としては，学振編（1998）
がある．しかし，いずれも第２次大戦中の事業については言及がগない．



44 横浜経営研究　第46巻　第３・４号（2026）（ ） （ ）

るが用途を指定しない事業費寄附金がある．寄附行為第６条では，用途指定以外の寄附金は基
本財産に指定されているため，事業費寄附金もޚ下ࣀ金と同様，変則的な会計処理である．ࡶ
収入は学振の出൛物の収入と，軍部や׭ிからの委託研究費の受入である．
　表１から，この時期の学振の主要財源は政府補助金であり，資産収入はগないこと，用途指
定寄附金は1942年度まで૿ٸし，その後ٸ減していること，委託研究費は1943年度まで૿ٸし
ていること，前年度܁ӽ金・積立金が1943，1944年度に૿ٸし，100ສ円を௒えるڊ額にୡして
いること，などがわかる．
　資産収入がগないのは，寄附金の基本財産への܁入がগないためで，大戦下において学振も
寄附者も，学術一ൠの発展より時局に対応した研究にॏ点を置いたことによる．そのため，用
途指定寄附金は1942年度まで૿ٸしている．特に1942年度は太平洋戦争開戦の影響があり，委
託研究費受入も૿ٸした．同年度の決算説明書２では「特別及小委員会経費にして年度内ࢧ出
出を要するもの૬当多額なり」３と報告されている．ここで特別ࢧӽ܁に至らず翌年度に݁׬
及小委員会とは学振の共同研究組織のことである．つまり，ٸ激な予算૿加のため，消化でき
ずに，܁ӽした経費が多額に上った．それが1943年度の前年度܁ӽ金・積立金の૿ٸの原Ҽで
ある．なお，積立金は1942年度以߱計上されていないので，すべて前年度܁ӽ金の૿加となる．
　その後，用途指定寄附金はٸ減しているため，1942年度の૿ٸは一時的であったことがわか
る．同年度の૿ٸは第一ۜ行から第21特別委員会（大東ѥ経済研究）に対して，50ສ円ものڊ
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２�　「昭和17年度ࡀ入ࡀ出決算書説明大要」，東京大学文書ؗ所蔵『内田঵三関܎資料』（20-1，日本学術
振興会 昭和18年 ଖ１）．

３�　原文のچ字体・異体字は新字体・標準字体に，ยԾ名は外དྷ語を除いて平Ծ名に，׽数字は算用数字
に改めた．以下，同様．

ද̍ɹࡀೖܾࢉͷਪҠ

年度 金ࣀ下ޚ 資産収入
補助金 寄附金 収入ࡶ 前年度

・ӽ金܁
積立金

合計政府補助金 ி用途׭
指定補助金

事業費
寄附金

用途指定
寄附金

出൛物等
収入

委託研究費
受入

1940 50,000 109,935 1,300,000 8,000 336,920 54,985 56,784 658,347 2,574,972
1941 114,736 1,700,000 8,000 558,145 13,267 234,263 687,488 3,315,899
1942 135,363 2,000,000 8,000 829,623 68,281 702,867 527,377 4,271,512
1943 137,756 2,000,000 5 214,170 52,288 812,863 1,185,921 4,403,004
1944 131,362 3,000,000 100,600 487,535 331,800 1,249,550 5,300,847
1945 121,255 3,000,000 3,000 159,520 233,900 866,500 533,632 4,917,807

஫）１）金額は円ະ満四ࣺ五入．以下，同様．
　　２）1943年度は原資料の用途指定寄附金の金額にޡ記がありम正．
　　３）1945年度は予算額．
出所）日本学術振興会『日本学術振興会年報』（以下『年報』と略）第9-10号（1941-1942年度）同会所収

の決算書ʀ「昭和17年度日本学術振興会ࡀ入ࡀ出決算書」，東京大学文書ؗ所蔵『内田঵三関܎資料』
（20-1，日本学術振興会 昭和18年 ଖ１）ʀ「昭和18年度日本学術振興会ࡀ入ࡀ出決算書」，ᅳላ院大ላਤ
書ؗ所蔵『井上ڡ四郎文書』（231-56，通常評議員会審議次第）ʀ「昭和19年度日本学術振興会ࡀ入ࡀ出
決算書」，同（231-46，日本学術振興会通常評議員会）ʀ「昭和20年度日本学術振興会ࡀ入ࡀ出予算書」，
同（231-57，通常評議員会開催の݅）より作成．
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額の寄附金があったことによる４．委託研究費受入は1944年度にٸ減しているが，これについ
ては同年度の出൛物等収入が૿ٸしており，その΄とんどが前年度の委託研究費の立替෷に対
する෷໭金であった５．そのため，実態としては同年度も前年度ฒの委託研究費受入があった
ことになる．
　以上から，大戦末期の学振の事業は主として政府補助金と，軍部や׭ிからの委託研究費が
．えていたと言えるであΖうࢧ

���ɹࡀग़
　学振で研究助成事業を担当するのは，学術部である．同部が助成する研究は，総合研究とݸ
人研究に区分される．総合研究は同部にઃ置される特別委員会と小委員会の共同研究であり，
出でࡀ人が学術部に申請し，研究助成を受けて行う研究である．決算書のݸ人研究は研究者ݸ
は総合研究とݸ人研究の区分が明らかではないため，内部文書より，྆研究の科目別ࢧ出額の
推移をまとめた．それが表２である．
　なお，同文書には1944，1945年度のデータがないため，その代替として྆年度の小計・合計
ཝに予算額を表示した．また，参考ཝには決算書から集計した1944年度までの研究費の合計額
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４�　日本学術振興会学術部『事業報告』（以下『事業報告』と略）（1942年度）同会，42ท．
５�　「昭和19年度ࡀ入ࡀ出予算Ҋ説明大要」，『内田資料』（20-3，日本学術振興会 昭和19年 ଖ１）．

ද̎ɹ研究අͷਪҠ
総合研究

年度 研究及
助成費

用途指定
寄附金 金ࣀ下ޚ 委託研究費 特別研究費 ி補助金׭ 物理୳߭

所費ݧࢼ ະ済金 小計

1940 585,246 233,442 112,864 162,638 8,000 116,705 1,218,895
1941 780,254 239,501 42,795 374,219 124,001 8,000 80,300 94,957 1,744,027
1942 907,007 221,874 678,454 8,000 64,061 112,899 1,992,295
1943 813,623 356,315 849,624 8,450 80,105 2,108,118
1944 2,827,846
1945 2,531,959

人研究ݸ

年度 研究及
助成費

用途指定
寄附金 小計 合計 （参考）

決算額
1940 390,105 22,937 413,042 1,631,937 1,635,810
1941 491,842 279 492,121 2,236,148 2,229,284
1942 448,753 5,120 453,873 2,446,168 2,413,770
1943 436,950 5,520 442,470 2,550,588 2,491,602
1944 637,220 3,465,066 3,000,924
1945 531,130 3,063,089

　஫）１）1944，1945年度は予算額．
　　　２）参考ཝはࡀ出決算の研究費．
　出所）1940-1943年度は「日本学術振興会昭和８年度以߱研究費実績調」（1944年度４月30日ݱ在），『井上

文書』（231-53，政府補助᜛請書）ʀ1944-1945年度は『年報』第12・13号（1944・1945年度），10-22，
51-52，72ทʀ参考ཝは表１出所資料より作成．
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（決算額）を表示した．これらを比較すると，内部文書の合計額と決算額は΄΅一கするが，
1944年度の予算額と決算額には大きなဃ཭が見られる．
　各科目を説明すると，研究及助成費は通常の研究費のࢧ出項目である．これには学術部の会
議運営費用など，研究助成を行う上での間接経費はؚまれない．特別研究費は日中戦争後の時
局に対応してઃ定されたもので，関連の総合研究にࢧ出されている．物理୳߭ݧࢼ所費は学術
部が1938年４月にઃ置した同ݧࢼ所の運営費で，同文書では，３年間だけಠ立した科目として
記載されている．ະ済金は前年度までに実ثݧ۩やਤ書などを発஫したものの，ࢧ෷いが前年
度にྃ׬せず，当֘年度でࢧ෷いがྃ׬した金額である．
　表２から，1940年度から1943年度に総合研究費が૿ٸしていること，その要Ҽとして特に委
託研究費によるࢧ出が૿ٸしていることがわかる．これは後ड़のように軍部や׭ிからの委託
研究が૿ٸしたことによる．同表の1944年度は予算額であるが，参考ཝの決算額が໿300ສ円で
あり，ݸ人研究では寄附金や委託研究費がগないため܁ӽ金がগないことから，同年度の総合
研究費のࢧ出額を推定することができる．その額は236ສ円ڧであり，前年度より26ສ円ऑの૿
大となる．ݸ人研究費については後ड़する．

���ɹ૯߹研究ͱݸਓ研究
　学術部には分野別の審議機関である12の常置委員会がઃ置され，総合研究のઃ置・運営やݸ
人研究の申請審査を担当した．第１常置委員会は法学，第２は文学，第３は経済学，第４は数
学・物理学，第５は化学，第６は地質学・地理学・ւ洋学，第７は動物学・২物学・人ྨ学，
第８はҩ学，第９は機ց・採߭໶金，第10は電ؾ，第11は土木ݐ築，第12は೶学である．総合
研究には前ड़のように特別委員会と小委員会があり，特別委員会はෳ数の常置委員会の協力に
よりઃ置・運営されるもの，小委員会は特定の常置委員会によりઃ置・運営されるものである．
　表３は1940ʙ1945年度に新ઃされた総合研究の一ཡである．各委員会にはઃ置順に൪号が振
られ，委員会の名称となる．ただし，委員会が解ࢄし，欠൪が出ると，新ઃの委員会にその൪
号が割り当てられるため，同じ൪号でも新چෳ数の委員会が存在する．小委員会については，
ઃ置主体の常置委員会の൪号も記載した．総経費は1945年度末までにࢧ出された各委員会の研
究費の総額であり，経費�年度（年度当たり経費）は総経費を予算ા置があった年度数で割った
額である．なお，1943年度まではࢧ出額（実費），1944年度以߱は予算額であるので，1944年度
以߱に多額の予算を計上された委員会は，総経費がա大に表示される．
　この期間の新ઃ݅数は特別委員会22݅，小委員会61݅である．事業初年度の1933年度から
1939年度までの７年間では，特別委員会11݅，小委員会43݅であるので６，1940年度以߱，ઃ
置のペースが上ঢしたことがわかる．1945年度前期までの総ઃ置݅数は，特別委員会33݅，小
委員会104݅である．このうち1945年度前期時点でઃ置されていた委員会は，特別委員会22݅，
小委員会63݅である．
　表４は総合研究のશ委員会中，1945年度末ݱ在の総経費上Ґ10委員会をந出したものである．
上ड़のように，1944年度以߱に多額の予算を計上された委員会は，総経費がա大に表示される
ため，正確な順Ґ付けはできないが，これらの委員会が，研究費が大きな委員会であったこと
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６�　表３出所資料より集計．なお，第１特別委員会（学術部関܎方面との連བྷ）は総合研究の組織ではな
いため，݅数から除外している．
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ද̏ɹ૯߹研究Ұཡʢ����೥౓ʙ����೥౓લظ৽ઃ෼ʣ
ａ．特別委員会
൪号 研究事項 ઃ置日 解ࢄ日 委員数 総経費 経費�年度
2 工業രༀ及രഁ 1941�04�01 1947�03 27 72,137 14,427
4 Ҩ伝の基ૅ 1941�04�01 15 86,146 17,229
5 9ઢ間接ࡱ影法 1942�04�01 20 19,415 4,854
6 非ઢ形問題 1943�04�01 1946�03�31 28 39,004 13,001
12 ௌ能 1940�04�01 1946�03�31 8 104,338 17,390
13 ු༡選߭ 1940�04�01 1946�03�31 11 64,356 10,726
14 産業立地及国土計ը 1940�10�28 1943�03�31 14 40,390 13,463
14 ւ洋開発 1943�04�01 35 86,021 28,674
15 高ѹ化学 1941�04�01 22 108,109 21,622
16 工業改ળ 1941�04�01 1944�03�31 42 55,722 18,574
17 不଍資源問題速決 1941�04�01 1946�03�31 120 319,830 63,966
18 ۭߤ 1942�04�01 1945�03�31 91 330,702 110,234
19 南方共ӫݍの文献ह集 1942�04�01
20 南方২産資源 1942�05�26 1946�03�31 38 634,800 158,700
21 大東ѥ経済研究 1942�12�21 1944�09�25 62 92,654 30,885
22 木ધの஬֐防除 1943�10�29 1946�03�31 14 51,000 17,000
23 Րࡂ科学 1943�10�29 1946�03�31 19 68,400 22,800
24 ྫྷ蔵૷置 1944�04�18 1946�04�30 20 75,000 37,500
25 動২物性݁合ࡎ 1944�04�01 10 60,000 30,000
26 新生活基準 1945�05�14 10 30,000 30,000
27 మےコンクリートધ 1945�04�01 22 20,000 20,000
28 特घ೩料 1945 1946�03

ｂ．小委員会一ཡ
൪号 常置 研究事項 ઃ置日 解ࢄ日 委員数 総経費 経費�年度
2 1 ལ制度׭ 1942�04�01 1945�03�31 15 24,433 8,144
3 2 文の教ҭ׽字׽ 1943�04�01 1946�03�31 9 24,936 8,312
4 3 社会政ࡦ 1940�04�01 1943�03�31 12 35,817 11,939
4 2 ֆ巻物 1943�04�01 1945�03�31 5 24,000 12,000
7 4 明ࢹ野集ޫܥ 1942�04�01 1946�03�31 12 13,894 3,474
9 3 金を要せ͟る経済 1941�04�21 1943�03�31 6 19,946 9,973
9 2 東๺地方人文研究 1943�04�01 1945�03�31 8 15,696 7,848
14 1 経済統制立法 1940�04�01 1943�03�31 21 26,714 8,905
14 3 ೶工調整問題 1943�04�01 1946�03�31 16 71,759 23,920
15 2 東ѥ古代文化Ҩ੻ 1940�04�01 1944�03�31 7 55,782 13,945
20 3 東ѥ経済 1941�04�28 1943�03�31 14 40,297 20,148
20 7 日本産動物種଒ 1943�04�01 10 19,247 6,416
21 6 東ѥ地質地理 1940�04�01 1943�03�31 20 92,845 30,948
22 8 南方ҩ事Ӵ生 1942�04�01 18 56,147 14,037
23 3 経済統制 1942�06�29 1945�07�30 21 64,498 16,124
38 8 ҩ学ۭߤ 1942�04�01 1943�03�31 24 7,270 7,270
39 11 東ѥݐ築 1940�04�01 1946�03�31 16 100,951 16,825
40 8 近؟ࢹ 1940�04�01 1945�03�31 19 69,983 13,997
41 5 合成ણҡ 1940�04�01 1946�03�31 25 187,731 31,288
42 9 軸受 1940�04�01 16 77,838 12,973
43 8 ೴݂ᷓ予防 1941�03�28 1946�03�31 16 108,640 18,107
44 9 金属加工 1941�04�01 45 270,118 54,024
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൪号 常置 研究事項 ઃ置日 解ࢄ日 委員数 総経費 経費�年度
45 9 機ց工作 1941�04�01 1946�03�31 26 70,892 14,178
46 11 మ道防ۭ 1941�04�01 1946�03�31 25 59,074 11,815
47 12 料ࣂ 1941�04�01 1946�03�31 23 70,624 14,125
48 9 防止ނ事ۭߤ 1941�04�01 1942�03�31 4 2,362 2,362
48 8 性格のਫ਼神ҩ学 1942�05�26 4 41,920 10,480
49 6 石୸૿産 1941�10�27 17 44,174 8,835
50 8 ҩༀ品戦時対ࡦ 1941�11�24 20 242,000 48,400
51 5 石୸の品質 1942�06�29 1946�03�31 20 234,000 58,500
52 7 ւ૶ 1943�04�01 4 31,499 10,500
53 8 ੺ཀྵ, 下ཀྵ, ௎Ԍ及৯中ಟ 1943�04�01 1946�03�31 13 30,986 10,329
54 9 製ય 1943�04�01 37 80,899 26,966
55 11 土木ݐ築構築力૿ڧ 1943�04�01 1946�03�31 13 25,812 8,604
56 12 ೶機۩ 1943�10�29 12 47,975 15,992
57 3 財政金融 1943�10�29 1945�10�31 15 28,353 9,451
58 6 特घ߭物及߭চ 1943�10�29 29 138,043 46,014
59 7 ૏の૿৩ࣂҭ 1943�10�29 1946�03�31 6 24,701 8,234
60 1 戦時൜ࡑฒに対ࡦ 1944�04�01 8 23,000 11,500
61 1 国家非常体制法 1944�04�01 1946�03�31 16 33,000 16,500
62 1 南方各地域の׳श法 1944�04�01 1946�03�31 8 23,000 11,500
63 1 我国ݻ有家଒・土地制度 1944�04�01 1946�03�31 4 22,000 11,000
64 3 戦時事業体 1944�04�01 17 40,000 20,000
65 4 程ࢹ 1944�04�01 8 60,000 30,000
66 9 మ߭資源調査 1944�04�01 17 50,000 25,000
67 6 石༉資源 1944�04�01 1946�03�31 24 60,000 30,000
68 8 ѱ性流行感๯ 1944�04�01 1946�03�31 24 60,000 30,000
69 9 非మ金属の૿産法 1944�04�01 17 70,000 35,000
70 9 ශమ߭等による新製మ法 1944�04�01 1946�03�31 16 70,000 35,000
71 11 工場防ۭ 1944�04�01 1946�03�31 21 80,000 40,000
72 12 ೶業新技術の活用 1944�04�01 24 40,000 20,000
73 7 微生物生理ฒ応用 1944�09�01 6 16,000 8,000
74 7 ২物性৯品 1944�09�01 9 15,000 7,500
75 7 野性২物の活用 1944�09�01 8 14,300 7,150
76 11 戦時構築材料 1944�10�01 22 72,800 36,400
77 3 国ຽ経済構造 1945�04�01 13 20,000 20,000
78 3 ࿑能཰の૿進ۈ 1945�04�01 1946�03�31 7 8,520 8,520
79 5 工場ഇ物利用 1945�04�01 26 20,000 20,000
80 12 非金属材料の活用 1945�04�01 13 15,000 15,000
81 9 ค末໶金 1945�04�01 25 36,000 36,000
82 10 デ号研究 1945 1946�03

　஫）１）研究事項は適ٓ略記．
　　　２）委員数は1945年度末ݱ在またはそれ以前の解ࢄ年度．
　　　３）総経費は1945年度末ݱ在．
　　　４）1943年度まではࢧ出額，1944年度以߱は予算額．
　　　５）経費ʗ年度は総経費を予算ા置があった年度数で割った額．
　　　６）第17特別委員会は原資料の総経費の集計にޡりがありम正．
　出所）『年報』 第11号（1943年度），11-20ทʀ『年報』 第12・13号（1944・1945年度），7-47ทʀ 日本学

術振興会『特別及び小委員会による総合研究の概要』第７回（1941年度）同会ʀ「学術部事業概要」
（1944年度），『井上文書』（231-44）ʀ 第５常置委員会第45，47回会議関܎文書（1946年４月19日ɺ
1947年３月10日開催），東京大学経済学部ਤ書ؗ所蔵『石川一郎文書』（M50，日本学術振興会第５
常置委員会）より作成．



49第２次大戦中の日本学術振興会と科学技術の動員（青木　洋）（ ） （ ）

は間ҧいない．研究課題の多くはۭߤ兵ث，ແઢ兵ث，兵ث材料，不଍資源など，時局と直接
関܎するもので，純学術的研究は第10小委員会（Ӊ஦ઢ・原子֩）と第９特別委員会（ཕࡂ防
止）だけである．ただし，第９特別委員会は主に電力の安定供څのためのཕࡂ対ࡦであるので，
時局とແ関܎であるわけではない．
　また，同表中，1940年代にઃ置された第17，第18，第20特別委員会の経費や委員数が，目立っ
て多いこともわかる．第17特別委員会（不଍資源問題）は委員数が120名と突出しており，第18
特別委員会（ۭߤ）は委員数が91名，年度当たり経費が໿11ສ円と多い．第20特別委員会（南
方২産資源）は総経費が63ສ円ڧ，年度当たり経費が16ສ円ऑと突出している．これらは後ड़
のように軍部や商工省などの要望に対応してઃ置されたものである．
　表５はݸ人研究の推移をまとめたものである．同表の助成額は学術部が決定した予算額であ
る．上ड़のように，ݸ人研究は܁ӽ金がগないため，表２のݸ人研究費と΄΅一கしている．
表５から，ݸ人研究費は1943年度までは40ສ円台で推移するが，1944年度に64ສ円ऑ，1945年
度に໿51ສ円と૿加したことがわかる．採択཰はશ期間85ʙ90ˋで推移しており，高い採択཰
である．１݅当たりの助成額は1943年度までは1,200円前後であるが，1944，1945年度は1,800円
ऑ，໿2,000円と上ঢしている．これは，1944年度は助成額が૿大，1945年度は申請・採択݅数
が大෯に減গしたことによる．
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順Ґ 委員会 ઃ置日 解ࢄ日 委員数 総経費 経費�年度
1 第20特別委員会（南方২産資源） 1942�05�26 1946�03�31 38 634,800 158,700
2 第１小委員会（ແઢ૷置） 1933�06�23 1946�03�31 58 620,823 47,756
3 第10特別委員会（特घ用途用߯） 1939�10�25 1946�03�31 49 548,473 78,353
4 第７特別委員会（ۭߤ೩料） 1937�10�26 1944�03�31 35 508,360 72,623
5 第10小委員会（Ӊ஦ઢ・原子֩） 1934�01�23 1944�03�31 10 484,974 48,497
6 第５小委員会（෗৯防止） 1933�11�17 1946�03�31 44 422,669 32,513
7 第34小委員会（঳子及଱Ր物） 1938�10�28 1946�03�31 45 416,243 52,030
8 第９特別委員会（ཕࡂ防止） 1939�10�25 1948�03 38 364,566 52,081
9 第18特別委員会（ۭߤ） 1942�04�01 1945�03�31 91 330,702 110,234
10 第17特別委員会（不଍資源問題） 1941�04�01 1946�03�31 120 319,830 63,966

　஫）表３に同じ．
　出所）表３出所資料ʀ第113回定例理事会関܎文書（1944年3月30日開催），『内田資料』（20-3，日本学術

振興会 昭和19年 ଖ１）ʀ第154回定例理事会関܎文書（1948年４月15日開催），『石川文書』（M48，
日本学術振興会理事会・評議員会）より作成．



50 横浜経営研究　第46巻　第３・４号（2026）（ ） （ ）

̏ɽࣄม͔Β࣌ہ΁

���ɹ����೥౓ͷۀࣄ
　学振の学術部では日中戦争以དྷ，同戦争に関わる研究を「事変ٸۓ研究」（「ٸۓ」を「ۓ要」
と表記する場合もある）とݺび，その課題解決に取り組んできた．それは下記の３項目に分ྨ
される７．
　１．産業上軍事上の原料材料自څ自଍に関する諸問題
　２．཮ւ軍で要望する兵ثଖの他の軍ध品及びଖの材料の速かなるҊ出
　３．事変及び事変後にԙける国家ॏ要問題
すなわち，１は不଍資源，２は軍ध品，３はその他のॏ要問題に関する研究である．このうち，
１は商工省と軍部，２は軍部が要望する研究課題である．学術部では定期的に軍部や׭ிにॏ
要研究事項を照会し，それらから提出される研究課題の解決に事業のॏ点を置いた．そうした
研究は1938年度から主に委託研究の形式を取り，委託者である軍部や׭ிの経費で研究が行わ
れた．委託先にはݸ人研究もؚまれるが，総合研究の委員会が主な対৅であった．
　表６は1938ʙ1940年度の委託研究中，総合研究に関するものをまとめたものである．これに
よると，委託者の多くは཮軍であること，委託先の委員会はແઢ૷置，特घ߯，ۭߤ೩料など，
軍用の機ث，材料，೩料などに関する研究が中心であること，そうした研究にはܧଓして委託
されていることなどがわかる．また，1940年度には第７特別委員会（ۭߤ೩料）と第10特別委
員会（特घ用途用߯）の経費が12ສ円を௒えるなど，委託研究費がڊ額にୡしていたこともわ
かる．第７特別委員会は日中戦争ຄ発後の1937年10月に発଍し，国内資源によるۭߤ೩料の開
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７�　『事業報告』（1940年度），232-243ท．

ද̑ɹݸਓ研究ͷਪҠ

年度 申請݅数 採択݅数 採択཰ 助成額 助成額�݅数
1940 389 332 85� 413,169 1,244
1941 450 390 87� 480,221 1,231
1942 445 388 87� 452,873 1,167
1943 446 382 86� 442,470 1,158
1944 397 355 89� 636,990 1,794
1945 275 247 90� 510,580 2,067

　出所）日本学術振興会学術部『事業報告』（以下『事業報告』と略）（1942年度）同会，
177ท，第４表ʀ日本学術振興会「政府補助᜛請書」（1945年度），163-164ท，『井
上文書』（231-53）ʀ「第113回定例理事会記事」（1944年３月30日開催），『内田資
料』（20-3）ʀ前掲「学術部事業概要」（1944年度）ʀ「日本学術振興会第129回定
例理事会」（1945年11月26日開催），国立教ҭ政ࡦ研究所教ҭਤ書ؗ所蔵『戦後
教ҭ資料』（006@584）より作成．
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発に取り組んだ８．同委員会には཮ւ軍から多数の委員が参加していた．第10特別委員会は཮
軍の要望により1939年10月に発଍し，防஄߯൘（BK）の研究に取り組んだ９．なお，企業から
の委託研究は１݅とগないが，これは企業の場合，用途指定寄附金により研究資金をڌ出でき
るためである．
　この時期の研究活動にとっては，研究資金だけでなく，研究資材の確保がॏ要であった．཮
軍の委託研究については，1940年４月１日に学術部と཮軍兵ث本部との間に「ґ託研究実ݧ用
材料取得に関する申合事項」がަわされている10．その説明文には「自今཮軍兵ث本部では，
཮軍より本会に対し委託した研究に必要な材料は，之を཮軍手持の分から分ৡすることとなり，
ঘࠑの機に他の一ൠの時局ۓ要研究用の材料に対しても出དྷ得る限りศٓを取計;ࢫ申出があ
りました」とある．これによると，཮軍からの委託研究については，཮軍保有の資材の提供を
受けるとともに，他のٸۓ研究の資材についても，できる限り཮軍がศٓを計るとしている．
　同年８月の内部文書11では「཮軍兵ث本部より取得し得べき資材は大体金属資材に限られて
．ります」とあり，化学ༀ品などについては学術部が他の機関とަবするとしているډ
　1940年度新ઃの総合研究は，特別委員会３݅，小委員会８݅の計11݅である（表３参照）．こ
れらについて，上記の学術部による事変ٸۓ研究の分ྨを示すと，１の不଍資源は第13特別委
員会（ු༡選߭），第41小委員会（合成ણҡ）の２݅，２の軍ध品は第12特別委員会（ௌ能），
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８�　日本学術振興会『特別及び小委員会による総合研究の概要』（以下，『総合研究の概要』と略）第６回
（1940年度）同会，57--60ท．
９�　『事業報告』（1939年度），15，272ท．
10�　「研究実ݧ用材料取得の݅」1940年５月，『内田資料』ʤ20-17，日本学術振興会第32小（防ۭ科学）委
員会　ଖ２ʥ．

11�　「研究実ݧ用材料取得に関する݅」1940年８月８日，同上．

ද̒ɹҕୗ研究Ұཡʢ૯߹研究ɼ����ʙ����೥౓ʣ

委託者
1938 1939 1940

委員会 経費 委員会 経費 委員会 経費

཮軍

１小（ແઢ૷置） 15,000 １小（ແઢ૷置） 35,000 ７特（ۭߤ೩料） 25,000
４小（電༹ؾ接） 2,000 19小（特घ߯材） 1,000 10特（特घ用途用߯） 122,580
19小（特घ߯材） 5,000 24小（ர物） 1,000 １小（ແઢ૷置） 50,000
24小（ர物） 4,000 33小（ݱ地構築材料） 1,000 19小（特घ߯材） 2,500
30小（ŸŦžŕŞŰƅŕŝƃŞƄ） 10,000 34小（঳子及଱Ր物） 25,000 24小（ர物） 2,000

33小（ݱ地構築材料） 1,000
ւ軍 ７特（ۭߤ೩料） 15,000 ７特（ۭߤ೩料） 50,000
ఇ国೩料 ７特（ۭߤ೩料） 50,000

合　計 36,000 合　計 78,000 合　計 303,080

஫）１）委員会の小は小委員会，特は特別委員会．
　　２）経費は前年度܁ӽ金を除いた予算額．
出所）『事業報告』（1938-1940年度），各年度研究関܎収ࢧの一ൠ，委託研究費の項目より作成．
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第42小委員会（軸受）の２݅，３のその他は残りの７݅である12．

���ɹจ෦লՊ学ৼڵௐࠪ会΁ͷؔ༩
　文部省科学振興調査会（以下，調査会と略）は1938年８月に文部省にઃ置された科学振興の
ための審議機関である13．学振ではそのઃ置に先立つ同年５月，政府に「科学動員の基源ഓཆ
施ઃに関する݅」14をݐ議し，大学の研究環境の改ળを求めた．それが審議会ઃ置という形で
実ݱしたものである．調査会の委員は主に学界関܎者であり，学振の関܎者も参加していた．
　調査会は1938年11月17日に第１回総会を開催し，文部大臣提出のࢾ問第１号「科学振興に関
する۩体的方ࡦ如何」の審議を開始した．翌िの24日には第２回総会を開催し，特別委員会の
ઃ置を決め，同委員会で౴申Ҋをࡦ定することになった．同委員会の委員長は物理学者で，学
振の学術部長（後，理事長）の長岡൒太郎である．
　特別委員会では1939年２月までに౴申Ҋをまとめ，３月６日の第３回総会に提出し，可決し
た．それが౴申第１である．その内容は人材ཆ成と研究機関の整උ֦充・連བྷ統一の２項目か
らなる．人材ཆ成は理ܥの大学卒業生を３ഒ以上に૿加させること，高等学ߍ理科学級の定員
૿・学級૿ઃ，実業専門学ߍ・実業中等学ߍに関する文部省のݱ計ըҊの速やかな実ݱ，の３
点である．研究機関の整උ֦充・連བྷ統一は，文字通り研究機関を整උ֦充することと，文部
大臣のもとに科学行政の中਻機関をઃ置し，研究機関の連བྷ統一をਤることである．౴申の文
言自体は非常に؆ܿで，۩体性に欠けるが，研究機関の整උ֦充については，直ちに1939年度
の追加予算として300ສ円が計上され，文部省科学研究費が創ઃされた．
　その後，調査会では1940年３月28日に第４回総会を開催し，大学の研究施ઃの充実と大学・
専門学ߍ卒業者の૿加について，特別委員会をઃ置して౴申Ҋをࡦ定することになった．この
会議から学振理事でւ軍中将の೾多野ః෉が委員として参加し，特別委員会の委員も務めるこ
とになる15．೾多野は学術部の事業初年度から同部常務科主任（後の学術部次長）として，同
部の研究助成事業を統ׅしてきた人物である（青木，2025，7-12ท）．
　学術部ではこれに先立つ1940年２月下०より，国の研究環境の改ળのための方ࡦについて各
常置委員会で検討し，「我国の研究を向上する為の大学の改ળ充実に関する意見」をまとめた．
これは４月の理事会で承認され，５月に内ֳ総理，大蔵，文部の各大臣に提出されている16．
ただし，その内容は上ड़の「科学動員の基源ഓཆ施ઃに関する݅」と変わらず，それをやや۩
体化したものと言える．６月には学術部が常置委員会や総合研究の委員などに対して「我国の
研究振興の方ࡦฒに新しく研究すべき事項」17と題する質問調査を実施している．これも調査
会での審議に関連したものと思われる．
　調査会の特別委員会では同年５月から７月にかけて౴申Ҋのࡦ定に取り組んだ18．その݁果，
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12�　『事業報告』（1940年度），232-243ท．
13�　以下，科学振興調査会については，「科学振興調査会総会議事࿥」第1-3ा，1938-1940年，国立教ҭ
政ࡦ研究所教ҭਤ書ؗ所蔵『本田弘人چ蔵資料』ʀ「科学振興調査会౴申」（1941年，文部省），同．

14�　『事業報告』（1938年度），135-136ท．
15�　前掲「科学振興調査会総会議事࿥」ʀ「౴申第２の可決せられたるに至るまでの経緯」，『内田資料』
（20-6，日本学術振興会第11常置委員会 昭和15年 ଖ２）．
16�　『事業報告』（1940年度），14，29，222-224ท．
17�　第11常置委員会第34回会議関܎文書（1940年９月13日開催），『内田資料』（20-6）．
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８月19日の第５回総会に౴申Ҋを提出し，可決された．それが౴申第２である．これは「大学
にԙける研究施ઃの充実に関する݅」と「大学，専門学ߍ卒業者の૿加に関する݅」からなり，
前者は研究者の଴۰改ળ，研究者・研究費の૿加，大学研究所の整උ֦充など，後者は大学・
高等学ߍの૿ઃ，大学の学部૿ઃ，第２学部のઃ置などを提言した．この内容はこれまで学振
が政府にૌえてきた大学の研究環境の改ળや研究者の૿大を，より۩体化したものである．
　また，同時期，内ֳ教ҭ審議会においても高等教ҭに関する審議がฒ行して進められ，同
年９月19日に౴申第４として「高等教ҭに関する݅」が出されている（日本科学史学会編，
1966，340-345ท）．その内容は調査会の౴申第２とも関連していた．
　調査会や教ҭ審議会の提言は，後に理工ܥ学部・学科の૿ઃ，大学附置・付属研究所の૿ઃ，
科学研究費の૿額など，大戦中の文部省による理工ܥ教ҭと科学研究の֦充ࡦとして実ݱして
いく（青木，2006，70-72ท）．

���ɹ৽ମ੍ӡಈ΁ͷରԠ
　1940年６月，日中戦争の長期化と国際関܎のѱ化をഎܠに，ط存の社会体制の変ֵを目指す
新体制運動が起こった．ط成政ౘを始め，社会શ体が統合化に向けて動き出し，その影響は科
学技術分野にも及んだ．同年７月，内ֳ企ը院・興ѥ院の後ԉで，શ日本科学技術ஂ体連合会
（以下，શ科技連と略）のઃ立準උ会が開催され，શ国の科学技術関連ஂ体にશ科技連への参加
がݺびかけられた．その݁果，134ஂ体が加ໍ申請し，８月にશ科技連は発଍，理事長には学振
理事長の長岡がब任した（大ཎ，1989，376-378ท）．
　学振では９月17日の理事会でશ科技連への加ໍを決定した．同月21日には，શ科技連より政
府に対するݐ議ݒҊ事項の照会があった．学振では①研究用資材配څ，②研究者のւ外೿ݣ，
研究用ਤ書・機ثの༌入，③学卒研究者の優先割当，④応ঌ研究者のૣ期帰ڷ，⑤応ঌ研究者
を専門分野に関܎する部ॺに配属させること，ᶈ研究機関の組織化，ᶉ研究の国家管制機関ઃ
置の７項目を回౴している19．このうち，①ʙ⑤は戦時下の研究環境の改ળについて，ᶈ，ᶉ
は科学動員体制についての要望であるが，۩体的な内容は明らかではない．
　また，同月，学術部の各常置委員会では「我国の科学研究の総合研究所及び総合管制機関の
ઃ置の可否ฒにこの機関と日本学術振興会との関܎及びその帰਼に対する݅」について協議し
ている20．これは上記ᶈ，ᶉに関連するが，企ը院が立Ҋ中の科学技術行政機関，中央総合研
究所について協議したことがわかる．
　10月21日には前ड़の調査会の第６回総会が開かれた21．その๯಄で，委員の関口ޥ吉（東京
ఇ国大学教授）から「科学のかの字も味は͟るものが，科学振興のことを論ずる۪はռ心を要
す」と，企ը院Ҋに対するݫしい意見が出された．しかし，同日の会議では科学教ҭと科学研
究の連བྷが議題とされ，これ以上の議論は行われなかった．ଓく11月５日の第７回総会では，
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18�　前掲「౴申第２の可決せられたるに至るまでの経緯」．
19�　『事業報告』（1940年度），15ท．
20�　同上，15-16ท．
21�　以下， 調査会第６，７回総会については， 会議にྟ੮した文部書記׭の有ޫ次郎のメモ（有ޫ，
1989，346，373-380ท）による．なお，委員のࢯ名・所属は前掲「科学振興調査会総会議事࿥」第３ा
所収の同会名簿で補଍した．
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企ը院Ҋが主要議題となった．会議๯಄で電ݧࢼؾ所所長のີ田ྑ太郎が「ఇ国科学院のઃ置
を要す」と同Ҋに賛意を示したのに対し，学術部次長の೾多野は「科学の基ૅ的方面は大学の
振興が主体で」あり，「科学の研究には『バラバラ性』が҃程度必要」と൓論している．他の委
員も多くは企ը院Ҋにջٙ的であり，「内容は極めてᐆດなり」（関口），「文部省の行政に附属
する研究は教ҭの行政が統制すべし」（Ԕ部一郎，東京ఇ国大学教授），「学の新体制の名の下に，
従དྷのやり方をかへる事は考へものなり」（豊田෭武，ւ軍中将）などの意見が出されている．
　学術部における企ը院Ҋの検討は࠷終的に「科学及び技術の振作ฒに之が統制及び連བྷ」22

と題する意見書にまとめられ，1941年１月14日の学術部の委員総会に提出された23．その内容
は科学に関する部分と技術に関する部分からなる．技術については，事業関܎の研究所，工場，
事業場の一૚の౒力を要望することと，技術の国家統制の必要性を認めることだけで，۩体的
な記ड़はগない．科学については，科学振興ࡦとして，前ड़の調査会౴申第２の実ݱと，研究
動員の方法として，研究統制を必要࠷小限に留めることを要望している．その理༝として「研
究はಠ創を元とすべきである」こと，「大学の研究の特৭は教授以下が自発的に問題を選び，他
より大なる拘束を受けずに之を׬成するにある」ことをڍげている．つまり，研究にはಠ創性
が必要であり，そのためには研究者が自発的に問題を選び研究できるようにすべきである，と
いうことである．この研究のಠ創性や研究者の主体性をॏࢹする考え方は，学振の創ઃ時から
見られるものである（青木，2025）．
　そして，企ը院Ҋを念಄に「研究の統制は必要限度に止Ήべきであるނ，内ֳに大きな統制
機関を置きやたらに事務的に統制すべきではない．ຢ，ඦ՟ళ式の大研究所等を作り，人の଍
りない時に他の所の人を割いてࠑ処で事務的に研究を計ըしてやってもޮ果はڍらない」と൷
判している．これも学振が以前から主ுしていることで，1936年５月15日に内ֳ調査局に提出
したݐ議「基本研究の実用化に関する݅」24に見られるものである．内ֳに科学技術の統制機
関をઃ置し，そのࡿ下に総合研究所をઃ置するという構想は，企ը院の前਎である内ֳ資源局
の時代からあり，学振ではそうした構想に対して，学振を活用するように政府に要望してきた．
　そのため，この意見書でも内ֳに科学と技術の審議会をઃ置することと，「科学に関しては文
部省を主務とし，之に学術研究と教ҭをঠる学術局を置き」，ط存の学術ஂ体を活用することを
要望している．換言すれば，新ઃの科学技術行政機関に直属の審議会をઃ置し，同機関が大き
な権限を持つことに൓対しているのである．
　３月28日には調査会からも౴申第３として「科学研究の振作及連བྷに関する݅」が出され
た25．これは前ड़の調査会総会で出された企ը院Ҋへの൓論をまとめたものであるが，学術部
の意見書と表題がྨࣅしているだけでなく，内容もॏෳしていた．同౴申でも「文部省にڧ力
なる学術行政の中਻機関をઃ置すること」（Ծ称，学術局）や「日本学術振興会を充実ڧ化する
こと」などを要望している．
　同年８月６日には学術部の発議で，「技術院及科学技術審議会に関する݅」が各ி大臣にݐ議

　　　　　　　　　
22�　『事業報告』（1940年度），539-541ท．
23�　「10．科学及技術の振作ฒに之が統制及連བྷ　ӈに対する意見」（1941年２月24日，日本学術振興会第
10常置委員会へ提出）+ACAR（アジアྺ史資料センター）Ref.C12121984800，防Ӵ省防Ӵ研究所．

24�　『事業報告』（1937年度），127-128ท．
25�　前掲「科学振興調査会౴申」．
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された26．そのझࢫは「ຌてॏ要なるものは科学技術審議会の議を経るものとし，技術院は之
が審議݁果の処理及実ݱに主力を܏஫する」とあるように，創ઃ予定の技術院を，科学技術審
議会の下Ґ機関とすることを要望したものである．このݐ議には附属文書として上ड़の学術部
の意見書が添付された．
　その݁果，周知のように，文部省の科学行政は1942年１月の技術院創ઃ後もҡ持され．同年
12月には科学技術審議会が内ֳにઃ置された（୔井，1991ʀ同，1994）．また，同年11月には文
部省に科学局がઃ置されている27．以上より，学術部の意見書は概Ͷ実ݱしたと言えるであΖ
う．

���ɹ����೥౓ͷۀࣄ
　1941年度になると，学術部では日中戦争の長期化と南方への戦ઢ֦大を受けて，「事変ٸۓ研
究」を「時局ٸۓ研究」とݺͿようになる．同年６月にಠソ戦がຄ発すると，同部では時局が
機関に照会を発した28．その回܎研究項目について関ٸۓഭ化したとして，７月31日にॏ要ۓ
౴は８月から９月にかけて，཮軍技術本部，཮軍ۭߤ技術研究所，཮軍೩料ছ，学研，商工省
総務局，చ信省の６機関からあったことが確認できる29．
　このうち，཮軍関３܎機関の希望研究項目を掲げると，表７の通りである．表７aの཮軍技術
本部を見ると，希望研究の多くが学術部のط存の総合研究に関わるものであり，新規の項目は
４݅とগないことがわかる．同bの཮軍ۭߤ技術研究所はશ体で24項目あると思われ，このう
ち学振の総合研究と関܎する14項目が記載されている．同cの཮軍೩料ছはશ体の項目数は不明
であり，３൪目のۭߤ೩料のみが記載されている．཮軍શ体として見れば，多くの希望研究項
目がط存の総合研究と関܎していたと言えるであΖう．
　他方，商工省総務局は希望研究項目18݅中，ط存の総合研究に関するもの７݅，学研は同様
に34݅中９݅，చ信省は20݅中0݅である．つまり，཮軍，商工省，学研，చ信省の順ংで，ط
存の総合研究に関わる項目の比཰が௿下していることがわかる．これは学術部が日中戦争以དྷ，
཮ւ軍や商工省の要望に対応し，事変ٸۓ研究として兵ث材料や不଍資源の研究にॏ点を置い
て事業を進めてきた݁果と考えられる．
　この݁果，1941年度の新規の時局ٸۓ研究は下記５݅30となっているʤ研究事項（委託者），
対応を記載，以下同様ʥ．
　・ਫۜを要せ͟るધఈృ料（商工省委託），第17特別委員会（不଍資源問題速決）より京都ఇ

国大学のງ場信吉に委嘱

　　　　　　　　　
26�　『事業報告』（1941年度），156-160ท．
．1942年11月１日，30ท『報号外׭』　�27
28�　『事業報告』（1941年度）．14ท．
29�　『内田資料』ʤ20-19，日本学術振興会第32小（防ۭ科学）委員会 ଖ４ʥ，同（20-7，日本学術振興会
第11常置委員会 昭和16年 ଖ２）所収．文書名・日付は次の通り，「཮軍技術本部の希望するٸۓॏ要
研究項目」1941年８月ʀ「཮軍ۭߤ技術研究所の希望するॏ要ٸۓ研究項目」1941年８月28日ʀ「཮軍೩
料ছの希望するॏ要ٸۓ研究項目」1941年８月14日ʀ「学術研究会議の希望するॏ要研究項目」1941年
９月３日ʀ「商工省総務局の希望するॏ要ٸۓ研究項目」1941年９月５日ʀ「చ信省の希望するॏ要ٸۓ
研究項目」1941年９月15日．各文書の所収先は，཮軍೩料ছが『内田資料』（20-7），చ信省が同（20-19），
他の４文書は྆資料に所収．

30�　『事業報告』（1941年度），23-25ท．
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ද̓ɹ཮܉ͷر๬͢Δॏཁٸۓ研究߲໨
ａ．཮軍技術本部（1941年８月）
　（1）研究ଅ進を希望するもの

名称 委員会名 細部希望
工業രༀ及രഁ ２特
科学消Ր ５特 焼Ҕ஄消Ր及防Ր
特घ用途用߯ 10特 高マンガン߯代用のແニッケル଱ຏர߯，防஄߯，自動ं߯等
不଍資源問題速決 17特 アンバー߯代用のແニッケル߯，18-8߯代用のແニッケル߯，Ӣ฼質合成等
電༹ؾ接 ４小چ 特घ߯電༹ؾ接
଱৯材料及෗৯防止 ５小 ଱ࢎ金属
電ؾ材料 18小 ઈԑ材料たるӢ฼代用品等
特घ߯材製造 19小 特घ元素をؚまない特घ߯，製造規格制定・指ಋ，検査規格等
金属材料のർ࿑ 25小 一ൠ研究，特に+ESニッケルクロム߯，+ES代用߯の焼໭Թ度変更時のർ࿑
合成ΰム 31小 電ؾઈԑに適するもの，合成ΰムのྑ質化及安価製造
防ۭ科学 32小
地構築材料の利用ݱ 33小
঳子及଱Ր物 34小 ঳子の防ಶ対ࡦ
金属材料節໿ 35小
軸受 42小 優ྑ小ٿ軸受の国産化
మ道防ۭ 46小

　（2）新に研究を希望する事項
名称 細部希望

଱久性ס電஑ ３年以上保存に଱えるもの，特にB電஑の保存命数を大ならしΉ
ステアタイトܥ・チタンܥ電ؾ
材料の性能向上

純మの製造ฒにଖの用途
ं྆用५׈༉の製造 国産資源を以てするもの

　（3）ቮに研究を委託しあるも小委員会に附議しあら͟るものにしてଅ進を希望するもの
名称 学振にての処理方法
଱࣪଱೤ઈԑృ料

18小（電ؾ材料）にて考ྀ
高周೾用ઈԑ材料の଱೤性の向上
東ѥ共ӫݍ資源により自څ自଍
し得べきエチレンの工業的経
済的製造法他８݅

12小（有機合成）にて考ྀ
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　・エチレン，アセチレン等（཮軍委託），第12小委員会（有機合成）で対応
　・ཤ൘及び軸代用材のຎ໣（཮軍委託），第６小委員会（ຎ໣）で対応
　・動力ᮓؠ機用及びౚ土۷開用ᮓの地金（཮軍委託），第19小委員会（特घ߯材）で対応
　・଱࣪・଱೤ઈԑృ料，高周೾用ઈԑ材料の଱೤性向上（཮軍委託），第18小委員会（電ؾ材

料）で対応
　以上のうち，エチレン，アセチレン等とઈԑృ料，ઈԑ材料の研究は，表７aの（3）に掲載
のものである．
　1941年度の総合研究を対৅とする委託研究は，表８の通りである．総経費は前年度に比べて
12ສ円΄ど૿加し，商工省とް生省の委託研究が開始されたことがわかる．商工省は７つの委
員会に10ສ4,000円の委託研究費をަ付しており，このうち上記の第17特別委員会（不଍資源問
題速決）が６ສ3,500円と࠷も金額が大きい．また，཮軍からの委託研究は前年度の６委員会か

ｂ．཮軍ۭߤ技術研究所（1941年８月28日）
名　称 学振関܎委員会名

೩料ۭߤ．３ ７特（ۭߤ೩料）
６．ແઢ૷置（1）対地高度計（電೾高度計），（2）҉໷ຢはӢໄ中にԙて飛行機

の偏流及対地速度を測定すべき方法，（3）電೾ຢはその他の方法にґる҉ࢹ
૷置（直ڑࢹ཭10km以内）

１小（ແઢ૷置）

８．マグネシウム合金の଱৯性 ５小（෗৯防止）
９．ຎ໣機構 ６小（ຎ໣機構）
11．電ؾ材料（1）小型発電機用刷子の国産化ฒに之がྑ否の判定法，（2）ॏ量５

トン内外の直流機用自動電ѹ調整ث（電ѹ変動཰２�以内） 18小（電ؾ材料）

12．ர物製造 24小（ர物）
13．金属材料のർ࿑ 25小（金属ർ࿑）
15．合成ΰム 31小（合成ΰム）
17．金属材料節໿　ニッケルを使用せ͟るࣸ真処理ث۩用不᭕߯ 35小（金属材料節໿）
18．ジϡラルミンの改ળ 36（ジϡラルミン）
19．軸受　高速度高負ՙ軸受（発動機の3,000೫至4,000回転にԙて଱久力優秀なる

軸受） 42小（軸受）

20．金属加工機ց 44小（金属加工）
21．機ց工作 45小（機ց工作）
24．ଖの他（1）飛行機に関する材料及構造力学，（2）流体力学，（3）振動力学，

（4）೤伝ಋ力学，（5）分ޫ分析，（6）ベークライト及ڧ化木材用ྫྷѹ᡼ண材
（1）の一部，25小
（金属ർ࿑）

ｃ．཮軍೩料ছ（1941年８月14日）
名　称 学振関܎委員会名

，成分の分཭ࢩנ೩料の製造，୸化ਫ素ۭߤ೩料　人造石༉の分解によるۭߤ．３
௿Թタールより५׈༉の製造，మの঳子ு

మの঳子ு以外，
７特（ۭߤ೩料）

　஫）１）名称，細部希望は適ٓ略記．
　　　２）委員会名の表記は表６に同じ．
　出所）本文，஫29の཮軍関܎文書より作成．
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ら９委員会に֦大している．
　これに関連して，୔井（2011）では，཮軍技術本部がまとめた1941年度の཮軍のґ託・嘱託
研究一ཡ表が紹介されている．これを見ると，学術部の総合研究に関連する研究が多くؚまれ
ていることがわかる．同表の収࿥݅数を集計すると，ґ託研究218݅，嘱託研究126݅31，合計
344݅である．同表には学振経༝の項目があり，学振がґ託・嘱託に関わったことがわかる．そ
の݅数はґ託研究69݅，嘱託研究３݅32，計72݅である．ґ託研究では，３割΄どが学振経༝
であったことがわかる．同表のఠ要ཝには，関連する総合研究の委員会名も記載されているが，
これは欠མが多い．例えば，第７特別委員会（ۭߤ೩料）や第１小委員会（ແઢ૷置）などが

　　　　　　　　　
31�　同一人物にෳ数課題を嘱託している場合も，１݅として計算．
32�　嘱託研究３݅中，１݅は学振経༝でなく，学振が直接の嘱託先．

ද̔ɹҕୗ研究Ұཡʢ૯߹研究ɼ����ʙ����೥౓ʣ

委託者
1941 1942

委員会 経　費 委員会 経　費

཮　軍

７特（ۭߤ೩料） 50,000 ７特（ۭߤ೩料） 50,000
10特（特घ用途用߯） 89,200 10特（特घ用途用߯） 105,000
１小（ແઢ૷置） 50,000 18特（ۭߤ） 120,000
６小（ຎ໣機構） 2,000 １小（ແઢ૷置） 50,000
12小（有機合成） 10,000 12小（有機合成） 13,000
18小（電ؾ材料） 3,000 18小（電ؾ材料） 3,000
19小（特घ߯材） 4,000 19小（特घ߯材） 5,000
30小（ŸŦžŕŞŰƅŕŝƃŞƄ） 15,000 24小（ர物） 2,000
33小（ݱ地構築材料） 1,000 30小（ŸŦžŕŞŰƅŕŝƃŞƄ） 15,000

33小（ݱ地構築材料） 1,000
ւ　軍 ７特（ۭߤ೩料） 50,000 ７特（ۭߤ೩料） 50,000

商工省

２特（工業രༀ及രഁ） 7,500 17特（不଍資源） 110,000
13特（ු༡選߭） 3,000 20特（南方২産資源） 135,000
17特（不଍資源） 63,500 34小（঳子及଱Ր物） 20,000
12小（有機合成） 4,500 51小（石୸品質） 60,000
18小（電ؾ材料） 15,000
19小（特घ߯材） 2,500
34小（঳子及଱Ր物） 8,000

技術院 ５小（෗৯防止） 68,000
ް生省 50小（ҩༀ品） 50,000 50小（ҩༀ品） 50,000
日本化成 ５小（෗৯防止） 5,000

合　計 428,200 合　計 862,000

　஫）表６に同じ．
　出所）『事業報告』（1941-1942年度），各年度研究関܎収ࢧの一ൠ，委託研究費の項目より作成．
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欠མしている．実際には学振経༝の多くが，総合研究に関連したものと思われる．
　また，学振経༝でないґ託研究や嘱託研究にも，学術部の総合研究と関連するものが多く見
られる．それらは主に表６，表８の委託研究一ཡに掲載の委員会や，表７に掲載の委員会に関
するものである．۩体的には，ޫ学঳子防ಶ，合成ΰム，೩料，५׈༉，防஄߯൘，ແニッケ
ル߯，戦ं自動ं用߯，電子管，ແઢ૷置，防ۭ施ઃ，防ِۭ૷などに関する研究である．こ
れはそうした委員会がそもそも軍部の要望を受けてઃ置され，多くの཮軍関܎者が委員として
参加していたためと考えられる．
　さらに，時局とは直接関܎ない総合研究の関܎者も見られる．例えば，第10小委員会（Ӊ஦
ઢ・原子֩）のਔ科๕雄や第37小委員会（電子ݦ微ڸ）の山下英男33，谷安正，ੁ田ӫ治，大
久保準三らである34．第10小委員会のਔ科は์ࣹ能物質，ウラン原子֩分྾に関する研究，第
37小委員会の関܎者は，電子ݦ微ڸによる防஄߯൘の金属組織の研究や，金属組織研究用の電
子ݦ微ڸのࢼ作などである．これには学振経༝のものもあれば，直接ґ託されたものもある．
これらは学振での総合研究の活動がなければ，不可能な研究であった．
　1941年度新ઃの総合研究は，特別委員会５݅，小委員会10݅の計15݅である（表３参照）．こ
れらについて，前ड़の学術部による事変（時局）ٸۓ研究の分ྨを示すと，１の不଍資源は特
別委員会４݅，小委員会５݅の計９݅，２の軍ध品は֘当がなく，３のその他は小委員会５݅
である35．不଍資源に関する総合研究を紹介すると，特別委員会は第２（工業രༀ及രഁ），第
15（高ѹ化学），第16（工業改ળ），第17（不଍資源問題速決），小委員会は第44（金属加工），
第45（機ց工作），第47（ࣂ料問題），第49（石୸の૿産），第50（ҩༀ品戦時対ࡦ）の各委員会
である．
　第17特別委員会は前ड़のように，委員数で࠷大，総経費で10൪目の総合研究であった．同委
員会は商工省の委託によりઃ置され，同省提示の不଍資源品目について，専門家を大量動員し
て対ࡦを検討した．初年度には５つの分科会をઃ置し，第１分科会が不༹性電極，第２がന金
ロジウム೤電対，第３がアルミニウム接ண，第４が合成Ӣ฼，第５がਫۜԘ化物及びᛤࢎ代用
品の研究である36．第１は金属の電解ਫ਼࿉用の電極に関する研究，第２ʙ第５はന金，ಔ，ニッ
ケル，Ӣ฼，ਫۜなどの不଍資源の節໿や代用材料の開発を目的とする研究である．第２分科
会については小川・高田（2007）の࿑作があり，その詳細が明らかにされている．それによると，
同分科会は೤電式Թ度計の೤電対に使用されるന金，ロジウムの節໿を目的としたが，೤電対
に関する日本で࠷初の組織的な研究であり，೤電対の特性をはじめ，広範囲にわたる調査研究
が行われた．会合は終戦までに40回をॏͶ，ݱ在の技術基準にܧ承されるものもあったと評価
している．
　第50小委員会（ҩༀ品戦時対ࡦ）は表８に見られるように，ް生省の委託により発଍したも
のである．༌入ҩༀ品の途ઈに対応して，ҩༀ品の国産化や代用ҩༀ品の開発を目的としてい
た37．

　　　　　　　　　
33�　原資料には「山下英෉」と記載．
34�　『総合研究の概要』第６回，233-251，533-534ท．
35�　『事業報告』（1941年度），171-174ท．
36�　『総合研究の概要』第６回，99-102ท．
37�　『総合研究の概要』第７回（1941年度），563-568ท．
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　1941年11月24日の常置委員長会議では，「明年度は委員会を૿さず，ݱ特別及小委員会の研究
に力を஫ぐ݅」38をྃ承した．理༝は明らかではないが，この時点では，学術部は総合研究の
૿加を཈制する方਑であった．

̐ɽଠฏ༸ઓ૪ظͷۀࣄ

���ɹ����೥౓ͷۀࣄ
　1941年12月８日に太平洋戦争がຄ発すると，学振では直ちにこの事態に対応した．同月23日，
外国特許権調査特別委員会をઃ置し，工業所有権戦時法に基づくఢ国特許処分のための調査を
開始している39．委員長は学振理事で཮軍大将の吉田豊඙である40．同委員会ではఢ国特許3,000
余݅の利用価値を調査し，1942年12月末に解ࢄしている41．
　1942年１月７日，学術部の事業初年度から同部の事務を統ׅしてきた，前ड़の理事・学術部
次長の೾多野ః෉がࢮ去した．この時点で೾多野が兼務していた総合研究の委員は，第10特別
委員会（特घ用途用߯），第５小委員会（෗৯防止）など，10݅にも上った42．೾多野が多くの
委員会に出੮し，産׭学軍連ܞの݁節点の役割を果たしていたことがわかる．後任の理事・学
術部次長には，཮軍中将の三木ળ太郎がब任した43．
　同月15日，学術部は各常置委員会に向けて「大東ѥ戦争に基く新ॏ要ٸۓ研究項目に関する
݅」44を発し，新たなٸۓ研究項目の検討を要請した．これは前年11月に決定した総合研究の
཈制方਑からの転換である．これに対する各常置委員会からの回౴は，同月26日の常置委員長
会議45で報告されている．その内容は南方地域に関する各種調査や南方資源開発，南方に適し
た工業材料，不଍資源などに関する研究である．ここで出された要望のいくつかは，1942年度
の総合研究として実ݱする．
　1942年度新ઃの総合研究は，特別委員会５݅，小委員会７݅の計12݅である（表３参照）．こ
れらについて，前ड़の学術部による時局ٸۓ研究の分ྨを示すと，１の不଍資源は第20特別委
員会（南方২産資源），第51小委員会（石୸の品質）の２݅，２の軍ध品は第18特別委員会（ߤ
ۭ）の１݅，３のその他は残りの９݅である46．
　第18特別委員会は学術部に初めてઃ置されたۭߤ技術に関する総合研究である．ۭߤ機やધ
ഫに関する技術は，第９常置委員会（機ց・採߭໶金）の分野であるが，同委員会ではこれまで，
そうした研究は専門の研究機関に委Ͷ，電༹ؾ接，෗৯防止，特घ߯材など，機ց工業શൠに
共通する基盤技術や材料技術を総合研究に取り上げてきた．第18特別委員会は特別委員会であ

　　　　　　　　　
38�　「常置委員長会議第42回会議記事」（1941年11月24日開催），『内田資料』（20-8，日本学術振興会第11
常置委員会 昭和17年 ଖ１）．

39�　日本学術振興会『日本学術振興会年報』（以下『年報』と略）第９号（1941年度）同会，40-41ท．
40�　吉田豊඙より本多੩雄宛文書，1942年３月17日，防Ӵ省防Ӵ研究所所蔵『཮軍史料』（中央－軍事行
政軍ध動員－290，日本学術振興会）：学振（1941），15ท．

41�　表５出所の「政府補助᜛請書」，207-208ท．
42�　『事業報告』（1941年度），11ท．
43�　『年報』第９号，2-3，95-96ท．
44�　『内田資料』（20-8）所収．
45�　「常置委員長会議第43回会議記事」（1942年１月26日開催），『内田資料』（20-8）．
46�　『事業報告』（1942年度），154-157ท．
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るので，第９常置委員会だけでなく，第４（数学・物理学），第５（化学），第10（電ؾ）の各
常置委員会と共同でઃ置・運営された47．同委員会の詳細は軍事機ີのため，学振の刊行物で
も明らかにされていない．発଍初年度は103名もの委員を集め，予算12ສ2,000円，ࢧ出９ສ702
円18મであったことだけである48．前ड़のように，同委員会は終戦までの活動期間が୹いにも
かかわらず，総経費で９൪目，委員数で３൪目の大規模な総合研究であった．
　終戦後の学振理事会関܎文書49には，第18特別委員会の解ࢄ報告50があり，そこから活動の一
୺をӐうことができる．それによると，「本委員会は཮軍ۭߤ技術研究所より希望せられたるॏ
要ٸۓ研究項目の解決の目的を以て昭和17年５月25日創立せられ」とあり，཮軍ۭߤ技術研究
所の要望でઃ置されたことがわかる．委員長は໶金学者の本多ޫ太郎であり，11の分科会がઃ
置された．その概要をまとめたのが，表９である．これを見ると，研究事項の΄とんどが表７
bの཮軍ۭߤ技術研究所の希望研究事項とॏෳしており，前年度の同所の要望に基づいて委員
会がઃ置されたことがわかる．表７bの24൪（その他）は研究事項の詳細を省略したため，わ
かりにくいが，表９の第４，５，７ʙ９，11分科会が表７bの24൪の各項目に関܎する．研究成
果については，解ࢄ報告の๯಄で「ᣍに所期の目的を略々ୡ成したるを以て昭和20年５月31日
限り本委員会を解ࢄする」とし，多くの分科会で所期の目的をୡ成，などと記載されている．
　なお，表９の第10分科会の研究成果ཝに大日本ۭߤ技術協会（以下，ߤ技協と略）とあるのは，
技術院のࢧԉのもと，ۭߤ技術に関する総合的な共同研究を推進した財ஂ法人である．同会は
1942年４月末に創ઃされ，15部会89分科会をઃ置して，1942年12月より共同研究を開始した51．
そのため，前年度に཮軍ۭߤ技術研究所から課題提示を受け，1942年４月に発଍した第18特別
委員会の方が，活動が先行していたことになる．
　第20特別委員会（南方২産資源）は1942年５月にઃ置され，前ड़のように総経費で࠷大の総
合研究であった．南方地域に઎領地が֦大したことを受けて，同地域の২産資源の新規利用方
法について調査研究することを目的としていた．４つの分科会がઃ置され，第１分科会がΰム，
第２が২物༉ࢷ，第３がマニラຑ及パルプ資材，第４が࠭౶について新規利用方法を検討し
た52．経費はઃ置झ意書53に「商工省補助金ฒに寄附金にてࢧห」とあるので，商工省の要請で
ઃ置されたことがわかる．
　1942年度の総合研究に対する委託研究は表８の通りである．前年度からのܧଓが多いが，総
経費は前年度に比べてഒ૿しており，太平洋戦争の影響が見て取れる．また，同年度から技術
院の委託研究が始まっている．学術部の事業報告54によれば，同年度の新規の時局ٸۓ研究は

　　　　　　　　　
47�　「常置委員長会議第44回会議記事」（1942年３月23日開催），『内田資料』（20-9，日本学術振興会第11
常置委員会 昭和17年 ଖ２）．

48�　『事業報告』（1942年度），167ท．
49�　表５出所の第129回定例理事会関܎文書．
50�　「解ࢄ報告の݅申進」（本多ޫ太郎よりീ木秀次宛文書），同上．
51�　技術院第４部「財ஂ法人大日本ۭߤ技術協会概要」（科学技術時報，ช６号，1942年６月２日），ᅳላ
院大ላਤ書ؗ所蔵『井上ڡ四郎文書』（136，科学技術時報）ʀ「会報」『大日本ۭߤ技術協会報告』第１
巻第１号，1943年，83ท，同（231-92）．

52�　『総合研究の概要』第７回，123-125ท．
53�　「第５及第12常置委員会に南方地域にԙけるա৒২産資源の新規利用に関する総合研究を行;第20特
別委員会ઃ置झ意書」，『内田資料』（20-8）．

54�　『事業報告』（1942年度），24-25ท．
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下記３݅である．
　・଱Ր物（技術院委託），第34小委員会（ガラス及଱Ր物）で対応
　・18-8不᭕߯（企ը院委託），第５小委員会（෗৯防止）で対応
　・ऎ（技術院委託），第５小委員会（෗৯防止）で対応
このうち，技術院から第５小委員会への委託研究は，表８でも確認できる．
　1942年度のॏ要な出དྷ事として，同年10月に国による݁֩予防のためのBCG接種が開始され
たことがある．これは第８小委員会（݁֩予防）の研究成果に基づくものであった．第８常置
委員会（ҩ学）ઃ置の小委員会では1930年代より，国ຽの体力向上，保健Ӵ生の改ળに取り組

594

ද̕ɹୈ��ಛผҕһ会ʢۭߤʣͷ֓ཁ

分科 研究事項 研究成果

1 （1）ث機用電ѹ調整ۭߤ の改ྑ，（2）ث用ݱ
ᳶ֫兵ثの調査，（3）新規なる方式の研究ࢼ作 所期の目的をୡし，1943年度を以て解ࢄ

2 ர߯技術の向上及ர߯品の性能向上 モリブデン節໿ர߯の規格Ҋ決定，߯ர物の実
用ଅ進に大なる貢献

3 つ多量生産に適するアルミニウム׌力にしてڧ
新合金の発見

ಔをؚまないڧ力アルミニウム合金ND, HDの
発見，従དྷの合金に置き代わり，その成果極め
て大

4 化木とジϡラルミンの接ڧ，化木૬互の᡼ணڧ
ணに有ޮな᡼ணࡎ 所期の成果をڍげ，飛行機用プロペラに実用化

5 の原Ҽ究明ނਟ଱振材料　ۭ中分解事ڧ 所期の目的に౸ୡせず

6 回転数毎分3,000೫至4,000にԙて଱久力の優秀な
るۭߤ発動機用高速高負ՙ軸受の׬成 ະだ総合的׬成に至らず

7
（1）成૚ݍ飛行用ີؾ಑体構造及ଖの関連部分
品の構造，（2）造り附けタンク，（3）プロペラ
伝ಋ軸ܥ統の構造，発動機及延長軸ࢧ持法

（1）中型ݧࢼ૷置をઃ計ࢼ作，઴次軍の手に移
され，有ޮなる役目を果し得た，（2）製作者ଆ
にԙて略々目的をୡした，（3）プロペラ伝ಋ機
構を計ըすべき原理をᮬ明，振動ٵ収૷置につ
いて一Ҋを得た

8 （1）高༲力૷置，（2）高速ڧഅ力用プロペラ，
（3）高速機ཌྷ型

（1）従དྷの欠点を補う有ޮなる૷置を得た，（2）
ઃ計の基ૅをなす計算法は略々׬成，高々度用
をઃ計したがࢼ作に至らず，（3）所期の目的に
近づくことが出དྷた

9 ྫྷ却法（1） 管܈型ྫྷؾٵ却法，（2） ৠ発ྫྷ却
法，（3）ྫྷ却ث૷උ

（1）ॏ要なるઃ計資料を得た，（2）ॏ要なる資
料を得た，（3）෴内部఍抗及性能ઢਤをᮬ明，
ྫྷ却ثコアの選定にศならしめた

10
（1）҉໷ຢはӢໄ中にԙて飛行機の偏流及対地
速度を測定すべき方法，（2）電೾ຢはଖ他の方
法による҉ࢹ૷置

大日本ۭߤ技術協会第９（10）部会第７分科会
の研究とॏෳするため，昭和̋年１月に同分科
会へ移管

11 分ޫ分析の測定方法
所期の目的をୡ成し，分ޫث所有会社等に対し
てその方法の伝ୡ普及をਤり，大なる成果を収
めた

　஫）表中の̋印は判ಡ不能．
　出所）表５出所の第129回定例理事会資料より作成．
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んできた．そのഎܠには当時，徴兵検査で不合格者が૿加していたことや，݁֩のຮ延などが
あった．第22小委員会（国ຽ体力）や第８小委員会では，そうした問題の解決に取り組み，そ
の݁果，1940年４月制定の国ຽ体力法に基づく定期体力検査と，πベルクリン൓応検査，9ઢ
間接ࡱ影，BCG接種という，その後の݁֩予防のࠜ幹となる制度の創出に貢献することにな
る55．
　これに関連して，学術部では1942年４月に第５特別委員会（9ઢ間接ࡱ影法）をઃ置してい
る．同委員会は集ஂ検਍でޮ཰的な9ઢの間接ࡱ影法普及のため，機ثの改ྑに取り組んだ56．
1943年４月26日には，学振から各ி大臣に「݁֩予防接種に関する݅」をݐ議し，各ிにBCG
予防接種の実施を要望した57．こうした取り組みは，戦時下における兵力の確保や国ຽの健康
ҡ持といった問題に関܎しており，学術部の時局ٸۓ研究では，３のその他のॏ要問題に分ྨ
された．

���ɹ����೥౓ͷۀࣄ
　1943年度に入ると，戦局のѱ化により決戦体制がڣばれるようになり，文部省と技術院の科
学技術動員政ࡦは新たなஈ֊に移行することになる．それまで文部省では所管の財ஂ法人であ
る学振によって，科学技術動員が行われてきた．技術院でも前ड़のようにߤ技協を創ઃし，同
様の動員をۭߤ技術分野で開始，1943年３月には同院所管のશ科技連で研究ྡ組事業が開始さ
れた（青木・平本，2003，13ท）．いずれも所管の財ஂ法人により科学技術動員を行うࢼみであ
る．しかし，文部省，技術院とも1943年度には，より直接的な動員体制の構築にண手する．
　それは1942年12月ઃ置の科学技術審議会における審議を通じて۩体化された（青木，2006，
64-69ท）．文部省が主務ிを務める第１部会（学理担当）と，技術院が主務ிを務める研究体
制特別部会で，決戦体制に対応した新たな動員体制が検討され，྆部会とも８月19日に౴申を
出した．第１部会౴申では文部省の学研を中心に動員体制を整උすることを提言した．学研は
文部大臣の管理に属する国の学術振興機関である．研究体制特別部会౴申では内ֳに研究動員
会議をઃ置し，内ֳが直接ॏ要研究事項と研究者を定めて，研究動員を行うことを提言した．
྆౴申とも国の機関がより直接的に動員を行う点に特徴があった．第１部会౴申はその翌日の
８月20日に「科学研究のٸۓ整උ方ࡦ要綱」としてֳ議決定され，研究体制部会౴申は10月１
日に「科学技術動員総合方ࡦ確立に関する݅」としてֳ議決定されることになる．
　「科学研究のٸۓ整උ方ࡦ要綱」のֳ議決定は，学振の事業に大きな影響を及΅す可能性が
あった．それまで学研は国の機関であるにもかかわらず，国際的な学術ަ流を除いては，学術
振興機関として十分に機能しておらず，財ஂ法人である学振がその役割を担ってきたからであ
る．学振では同要綱への対応を検討し，９月20日の理事会では，次のような提Ҋがなされてい
る58．

　　　　　　　　　
55�　ް生省編（1988），443-445，449-451，453-455ทʀ『総合研究の概要』第７回，217-220ท．
56�　『総合研究の概要』第７回，61-62ท．
57�　日本学術振興会『日本学術振興会要ཡ』（1944年１月）同会，52ท，『内田資料』（20-29）所収ʀ『年報』
第11号（1943年度），６ท．

58�　「理事会੮上協議事項」，第107回定例理事会関܎文書（1943年９月20日開催），『内田資料』（20-2，日
本学術振興会 昭和18年 ଖ２）．
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文部当局に本会の組織，内容，ݱ在施行中ฒに将དྷ施行せんとする研究事項ଖ他等に
付十分ྃ解を得，文部省にԙて企ըせられつつある「科学研究に関するٸۓ整උ方ࡦ」
にも関連して本会事業の਱行に資せんことを希望してډります，それには可成文部省
職員を本会役員ฒ委員に委嘱することを要します，ݱ在次記の通り役員，委員を委嘱
してډりますが更に文部大臣を本会顧問に推નしたいと思ͻます

つまり，文部省に学振の事業をより理解してもらうため，文部省職員に同会の役員・委員を委
嘱することと，文部大臣を同会の名誉職である顧問に推નすることを提Ҋしているのである．
　学振では創ઃ以དྷ，文部次׭と同省専門学務局長に理事を委嘱してきたが，1941年12月27日
に文部次׭の٠஑豊三郎が理事をࣙ任して以߱，理事会定員に１名の欠員が生じていた59．こ
の事情は明らかではないが，学振の運営をめぐって，٠஑次׭との間に対立があった可能性が
ある．９月20日の理事会では，再び٠஑次׭への理事の委嘱が提Ҋされ，ྃ承されている60．
顧問はこれまで元総理大臣の広田弘ؽとྛય十郎がब任しているが，いずれも総理大臣時代に
学振会長を兼務した後のことである．そのため，ݱ役の文部大臣への顧問委嘱は，学振として
同省に࠷大の配ྀを示したものと思われる．これも同日の理事会でྃ承されている．その݁果，
同年度中に٠஑次׭が理事，岡部長ܠ文部大臣が顧問にそれͧれब任している61．
　また，学振の９月の会務報告62では，文部省の関܎当局者に９月21日の常置委員会と常置委
員長会議へのྡ੮をґ頼したとし，その経緯を次のようにड़べている．

文部省にԙてはۓഭせるݱঢ়勢にଈ応し特に大学にԙける科学研究の総力をڍげて戦
力の૿ڧに資する為今ൠ学術研究会議を中心として大なる規模の下に統制ある総合研
究を実施することとなりたり，之はطにࠑ種研究を実施しつつある本会とਂき関連あ
るがނに文部省と本会との連ܨを一ஈとີۓならしめ૬ܞて進Ήこと؊要なり

ここで学研を中心に大規模な総合研究を実施するとあるが，これは後に学研で実施される研究
൝のことである（青木，2006）．これが学振の活動とॏෳすることをةዧしていたことがわかる．
　10月には上ड़の「科学技術動員総合方ࡦ確立に関する݅」がֳ議決定され，同14日に研究動
員会議׭制とྟ時戦時研究員ઃ置制が公布された．これにより，技術院が推進する戦時研究員
制度が実施されることになる．この点について，学振の10月の会務報告63では，次のようにड़
べている．

ᐋに文部省にԙては科学研究に対するٸۓ整උ要綱を決定し之に基き学術研究会議を
中心として戦力૿ڧを目的とする大規模なる総合研究を実施することとなりたるが，
今ൠ技術院にԙても同様の目的を以て研究動員会議をઃ置しଖ下にڧ力なる組織を以
てٸۓ研究を実施する運となれり，વるに戦力૿ڧを目的とするٸۓ研究は今日طに

　　　　　　　　　
59�　『年報』各号の役員名簿ʀ同第９号，95ท．
60�　「第107回定例理事会記事」（1943年９月20日開催），『内田資料』（20-2）．
61�　前掲『日本学術振興会要ཡ』（1944年１月），35ท．
62�　「会務報告」（1943年９月），『内田資料』（20-2）．
63�　同上（1943年10月）．
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大൒を本会にԙて実施中なるを以て，ࠑ際本会の研究組織をଖု活用せば࠷もޮ果的
にଖ目的をୡし得べきを信じաൠདྷ文部省ฒ技術院とີۓなる連᷷を保ち྆׭ிにԙ
て企ըする研究にして本会がطに研究実施中のものは直に本会にԙて之をڧ化ଅ進す
る様，વるべき方途を講すべくંি中なり

すなわち，学振はこれまで時局ٸۓ研究の大൒に取り組んできたため，学振の研究組織をその
まま活用するのが「࠷もޮ果的」として，文部省，技術院とંি中とした．
　この間も，学振には軍部や׭ிから新規の委託研究の要望があった．上記９月の会務報告で
は཮軍兵ث行政本部（཮軍技術本部の後਎）から技術院を通じて２݅，చ信省より１݅の要望
があり，対応したとしている．۩体的には，下記の通りである．
　・木材ڧ化ࡎ及接ணࡎの優ྑ化（཮軍委託），第12小委員会（有機合成）に委託
　・Րࡂ科学（཮軍委託），཮軍ଆと連བྷし，委員会ઃ置を準උ中
　・南方ਫ域にԙける木造ધの஬֐とଖの対ࡦ（చ信省委託），とりあえずݸ人研究で対応し，

委員会ઃ置を準උ
　これを受けて，木造ધの஬֐とՐࡂ科学については，10月29日に第22特別委員会（木ધの஬
，科学についてはࡂがઃ置された（表３a参照）．なお，Ր（科学ࡂՐ）防除），第23特別委員会֐
前年度末に第５特別委員会（科学消Ր）が解ࢄしたため，その後ܧとしてઃ置されたものであ
る64．
　1943年度の総合研究に対する委託研究は，表10の通りである．総経費が前年度に比べて，໿
10ສ円૿加したこと，ւ軍からの委託研究が૿加したこと，前年度の商工省の委託研究の多く
が，技術院からの委託となっていること，などがわかる．技術院の委託研究については，商工
省から移管されたのか，それとも技術院を経༝しただけなのかは不明である．委託研究の多く
はこれまでと同様，前年度からのܧଓである．なお，上ड़の཮軍から第23特別委員会への委託
研究は，同表から確認できるが，చ信省から第22特別委員会への委託研究は確認できない．
　1944年３月の学振の会務報告65では，技術院より「మ߯ѹ延૷置をܰ合金に転用する研究」
のґ頼があり，第44小委員会（金属加工）で分科会をઃ置して対応したことが報告されている．
そして，その研究成果は科学技術審議会材料部会で「ܰ合金൘ѹ延標準技術方式確定に関する
݅」としてまとめられ，関܎各大臣にݐ議することになったとしている．これは表10には表れ
ないが，技術院から学振への研究ґ頼の一事例である．
　1943年度新ઃの総合研究は，特別委員会４݅，小委員会13݅の計17݅である（表３参照）．前
年度が合計12݅であるので，新ઃ݅数が૿加したことがわかる．これらについて，前ड़の学術
部による時局ٸۓ研究の分ྨを示すと，１の不଍資源は第54小委員会（製ય），第58小委員会（特
घ߭物及߭চ）の２݅，２の軍ध品は第23特別委員会（Րࡂ科学）の１݅，３のその他は残り
の14݅である66．
　第58小委員会はタンタラム，バナジウム，ジルコニウム等の希গ金属やニッケル，コバルト，

　　　　　　　　　
64�　「第４第５第９常置委員会の下にՐࡂ科学に関する研究を行;第23特別委員会ઃ置झࢫ書」，『内田資
料』（20-2）．

65�　「会務報告」（1944年３月），『内田資料』（20-3）．
66�　前掲「政府補助᜛請書」，5-14ท．
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アルミニウムなど「戦争׬਱に不可欠の諸߭物」に関する地質学的・߭物学的研究である67．
そうした߭物の多くは各地に分ࢄして存在するため，３年計ըで広範な調査を実施するとして

ද��ɹҕୗ研究Ұཡʢ૯߹研究ɼ����ʙ����೥౓લظʣ

委託者
1943 1944 前期 1945 前期

委員会 経費 委員会 経費 委員会 経費

཮　軍

７特（ۭߤ೩料） 36,000 10特（特घ用途用߯） 175,600 10特（特घ用途用߯） 164,000
10特（特घ用途用߯） 175,600 18特（ۭߤ） 120,000 23特（Րࡂ科学） 12,000
18特（ۭߤ） 120,000 23特（Րࡂ科学） 10,000 ５小（෗৯防止） 10,000
23特（Րࡂ科学） 10,000 １小（ແઢ૷置） 50,000 12小（有機合成） 16,500
１小（ແઢ૷置） 50,000 12小（有機合成） 15,000 18小（電ؾ材料） 2,000
12小（有機合成） 10,000 18小（電ؾ材料） 2,000 19小（特घ߯材） 3,000
18小（電ؾ材料） 2,000 19小（特घ߯材） 5,000 24小（ர物） 2,000
19小（特घ߯材） 5,000 24小（ர物） 2,000
24小（ர物） 2,000 33小（ݱ地構築材料） 1,000
30小（ŸŦžŕŞŰƅŕŝƃŞƄ） 15,000
33小（ݱ地構築材料） 1,000

ւ　軍

７特（ۭߤ೩料） 50,000 ５小（෗৯防止） 4,500 ５小（෗৯防止） 5,500
５小（෗৯防止） 4,500 ６小（ຎ໣機構） 1,000 34小（঳子及଱Ր物） 10,000
６小（ຎ໣機構） 1,000 34小（঳子及଱Ր物） 3,000
34小（঳子及଱Ր物） 3,000

商工省
軍ध省

17特（不଍資源） 110,000 17特（不଍資源） 110,000
20特（南方২産資源） ະ定
５小（෗৯防止） 12,000
34小（঳子及଱Ր物） 650,000
51小（石୸の品質） ະ定

技術院

20特（南方২産資源） 80,000 20特（南方২産資源） 180,000
５小（෗৯防止） 22,000 ５小（෗৯防止） 22,000
34小（঳子及଱Ր物） 70,000 34小（঳子及଱Ր物） 72,000
51小（石୸の品質） 200,000 51小（石୸の品質） 200,000

合　計 967,100 合　計 863,100 合　計 997,000

஫）表６に同じ．
出所）日本学術振興会「昭和18年度学術部研究費予算گݱ表」，『内田資料』（20-31，昭和18年度後期研究

費明細ථ）ʀ日本学術振興会「昭和19年度前期研究費明細表」，『内田資料』（20-3）ʀ「昭和20年度特別
及小委員会申請審議一ཡ表」，第５常置委員会第40回会議関܎文書（1945年１月17日開催），『石川文書』

（̢50）より作成．

　　　　　　　　　
67�　「第６常置委員会に『特घ߭物及び߭চの研究』を行;第58小委員会ઃ置झࢫ書」，『内田資料』（20-2）．
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いる．その調査報告書は1944年２月から９月に，32号まで「委員外ൿ」で刊行されており68，
それらから日本，ே઱，中国๺東部の߭山について広範な資源調査が行われたことがわかる．

���ɹେઓ຤ظͷۀࣄ
　1944年２月の学振の会務報告69では，1944年度の政府補助金が200ສ円から300ສ円に૿額さ
れたことに関連して（表１参照），次のようにड़べている．「時局下戦力૿ڧにີ接なる関܎あ
る研究にして更にଅ進ڧ化をਤるべきものฒにٸۓண手すべき新規研究次々にݱれདྷり300ສ円
にてはະだ之等を充すにԕき実情なり」．つまり，ط存の研究でଅ進ڧ化すべきものや，新規に
ண手すべき研究が次々とݱれ，政府補助金の૿額でも，研究費は不଍しているとड़べているの
である．
　こうしたঢ়گを൓өして，同年３月30日の理事会では総合研究の解10݅ࢄ（特別委員会２݅，
小委員会８݅），新ઃ15 （݅特別委員会２݅，小委員会13݅）を決定した70．解ࢄした委員会には，
表４にある第７特別委員会（ۭߤ೩料），第10小委員会（Ӊ஦ઢ・原子֩）といった総経費がڊ
額の委員会もؚまれていた．第10小委員会は純学理的研究であり，「非常時局下，本研究にはല
大の電力を要するを以て一先づ之を中止せり」71としている．
　第７特別委員会は前ड़のように，཮ւ軍よりܧଓして委託研究を受けて，国内資源によるߤ
ۭ೩料の研究に取り組んだ，事変・時局ٸۓ研究の代表的な研究組織である．同委員会の解ࢄ
報告72では「研究事項の大൒を終ྃし以て学術上及び軍事上に多大なる貢献をなした」とし，
研究ະྃの事項はߤ技協第７部会（ۭߤ೩料及びۭߤ५׈༉）に移管するとしている．
　同委員会では他の工学ܥ委員会と同様，基ૅ研究を主とし，必要に応じて小規模な工業化ࢼ
を行うが，工業化は他の機関に任せる方਑を採った．同委員会では1939年３月から1944年10ݧ
月までに76号73もの๲大な研究報告を刊行しており，解ࢄ報告でも12項目にわたって研究成果
が報告されている．しかし，その中で工業化のஈ֊にୡしたとされる成果はগない．解ࢄ報告
に記載されている事例では，優ྑ基ش発༉の研究と，石࿟（パラフィン）よりۭߤ५׈༉を製
造する研究がある．前者では国内産活性ന土を৮媒とするشۭߤ発༉の製造法を開発し，཮軍
により工業化されたとし，後者では同研究に基づき，日本特घ༉株式会社が創業し，工場をݐ
ઃ中としている．いずれも同委員会委員長の田中๕雄（東京ఇ国大学名誉教授）が関わる研究
である．
　また，同じ田中が委員長を務めた，第31小委員会（合成ΰム）も同時に解ࢄしている．同委
員会は1938年10月に発଍し，当初は不଍資源であるఱવΰムの代用として合成ΰムの開発を目
的としていた．その後，戦ઢが南方地域に֦大し，ఱવΰムが入手できるようになるが，ఱવ
ΰムにはない合成ΰムの性能が認められ，研究はܧଓされた．同委員会の解ࢄ報告74では「本

　　　　　　　　　
68�　『特घ߭物及߭চ第58小委員会報告』第2-6，8-32号，『井上文書』（231-4ʙ34）．
69�　「会務報告」（1944年２月），『内田資料』（20-3）．
70�　第113回定例理事会関܎文書（1944年３月30日開催），同上．
71�　前掲「政府補助᜛請書」，232ท．
72�　「第７特別委員会（ۭߤ೩料）解ࢄ報告」，『内田資料』（20-3）．
73�　国立国会ਤ書ؗデジタルコレクションで確認．
74�　「合成ΰム第31小委員会解ࢄ報告」，『内田資料』（20-3）．
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委員会ઃ置当時はະだ合成ΰムの企業形態をなさ͟りしが」，「ݱ在にԙては数工場にԙて中規
模程度の工業的ݧࢼを行ͻ，ଖの҃るものは工業化に進みつつあり」としている．つまり，合
成ΰムは工業化の初期ஈ֊にはୡしていた．同委員会でも活発な研究が行われ，活動期間中に
研究報告集２巻75を刊行している．
　新ઃの総合研究15݅について，前ड़の学術部による時局ٸۓ研究の分ྨを示すと，１の不଍
資源は第66（మ߭資源調査），第67（石༉資源），第69（非మ金属の૿産法），第70（ශమ߭等に
よる新製మ法）の小委員会４݅，２の軍ध品は第25特別委員会（動২物性݁合ࡎ），第71小委員
会（工場防ۭ）の２݅，３のその他は残りの９݅である76．さらに，同年度中に小委員会４݅
がઃ置されている（表３参照）．
　1944年度前期の総合研究に対する委託研究は，表10の通りである．同年度は前期分しか確認
できないが，委託研究は前期に集中するため，概要は೺Ѳできる．総経費は前年度に比べ，໿
10ສ円減গしている．委託先の委員会はこれまでも前年度からのܧଓが多いが，この年度はす
べてがܧଓである．委託がଧち切られた委員会もあり，上ड़の第７特別委員会と第33小委員会
．によるものであるࢄは委員会解（地構築材料ݱ）
　1944年７月に東ᑍ内ֳが総ࣙ職し，小ү内ֳが発଍すると，それまでの科学技術動員政ࡦは
再म正をഭられ，８月19日に「科学技術の戦力化に関する݅」がֳ議決定される．その主な内
容は཮ւ軍྆大臣のもとに཮ւ軍技術運用委員会をઃ置し，それを中心に科学技術動員のڧ化
をはかることと，学研を主要組織として科学技術動員を進めることであった（青木，2007，5-6
ท）．学振の理事会では８月15日にྟ時の理事協議会を開催し，「時局下ॏ要問題ݐ議」につい
て協議している77．その内容は「時局に属するॏ要問題にबき協議をなしたり」とあるだけで
不明である．この݅で，学振が政府にݐ議を行った形੻はないが78，学研は８月18日付で政府
にݐ議を行っている（青木，2007，6-7ท）．そのため，上記の理事協議会では学研のݐ議につ
いて協議した可能性がある．
　同時期の８月16日には商工省の後਎である軍ध省ۭߤ兵ث総局第３局化学課より学振に対し
て，12項目の研究要望事項が提出されている（表11参照）．その΄とんどは不଍資源に関する研
究と思われる．この事例から大戦末期においても，各ிから学振へ研究要望が出されていたこ
とがわかる．
　1945年３月には総合研究の解ࢄと新ઃが常置委員長会議，理事会で審議され，解９݅ࢄ，新
ઃ７݅が決定された79．解ࢄはすべて小委員会で，新ઃは特別委員会２݅，小委員会５݅であ
る（表３参照）．前年度４月には15݅が新ઃされているので，新ઃ݅数は൒減したことがわかる．
終戦までにさらに第28特別委員会（特घ೩料）と第82小委員会（デ号研究）がઃ置されている
が80，研究内容は不明である．研究事項名から決戦兵ثに関連した研究と思われる．
　1945年度の総合研究に対する委託研究は，表10の通りである．この年度も出所が1945年１月

　　　　　　　　　
75�　日本学術振興会「合成ΰム研究報告」（学術部第31小委員会報告１），1941年10月ʀ同（同２），1943
年１月．

76�　前掲「政府補助᜛請書」，5-14ท．
77�　「昭和19年度処務概要」，『井上文書』（231-54）．
78�　表３出所の「学術部事業概要」．
79�　同上，3-4ท．
80�　表３出所の第５常置委員会第45回会議関܎文書．
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の文書のため，前期分の委託研究であり，時期的にະ確定の部分がある．また，前年度まで技
術院の委託研究であったものが，軍ध省と記載されている．総経費は前年度より13ສ円΄ど૿
加しており，1943年度と΄΅同額であったことがわかる．委託対৅の総合研究はこれまでと同
様，前年度もしくは前々年度からのܧଓである．
した第５小委員会（෗৯防止）の概要報告81が残されているので紹介ࢄ後に，終戦後に解࠷　
したい．同委員会は第９常置委員会（機ց・採߭໶金）を代表する委員会の一つであり，学術
部の事業初年度の1933年度に発଍し，長期にわたり活動した．総経費で６൪目に大きく（表４
参照），大戦期に軍部や׭ிから委託研究をܧଓ的に受けていた（表８，表10参照）．࠷後の委
員長はւ軍中将のࢯ家長明である．委員総数は85名，総経費（決算額）は43ສ4,174円69મ，委
員会・部会開催総数は123回に上る．委員会の成果として，委員会報告28݅，中間報告９݅，委
員会概要３݅を刊行している．第９常置委員会の小委員会の特徴である産׭学軍の研究者・技
術者によって組織され，活発な研究が行われたことがわかる．委員長のࢯ家は同委員会の成果
を次のように紹介している．

その間各種事変・戦争にૺ۰し防৯による各種材料の使用期間の延長҃は代替品の研
究等により資材の節໿，従って生産૿ڧに貢献する所大なるものがあった．中でもೱ
঳ࢎಋ管用パッΩングとしてのऎの利用，ધഫ用మ製推進機の電ؾ化学的防৯法，マ
グネシウム表面処理法等の如き世界にތるに଍るべきものと考へられるものもある．

同委員会では部会の研究項目として，଱৯性金属材料，෮ਫث管，化学工業用଱৯性材料，マ

　　　　　　　　　
81�　日本学術振興会学術部第５小委員会「෗৯防止第５小委員会概要（昭和９年ʙ21年総ׅ）」1946年12
月，『石川文書』（M50，日本学術振興会第５常置委員会）．

ද��ɹ܉धলۭߤฌث૯ہୈہ�Խ学՝ͷر๬研究߲ࣄ

１．高品Ґマンガン߭の調査開発ฒに௿品Ґマンガン߭のਫ਼࿉利用
２．国内ॏথ石資源の調査開発
３．国内ྜྷ・加ཬ資源の調査開発
４．特定の場所ฒ時期にԙてྑ質多量の地下ਫの確保
５．ྑ質なるᆁᆗ用଱Ր೪土の確保
６．国内Ӣ฼資源の調査開発
７．ਫの์電ࢎ化法
８．アスベスト代用଱ࢎ଱アルカリᖤա布
９．セシウム，ルビジウムの応用
10．ネオジウム，ランタン，セリウム，トリウムの応用規格ฒ分析法
11．発振子用ਫথ資源の調査開発
12．ネオン（クリプトン）の多量生産ฒにਫ਼製法

出所）軍ध省ۭߤ兵ث総局第３局化学課「学振に対する化学課要望事項」1944
年８月16日，『石川文書』（M51，日本学術振興会第８特別委員会）より作成．
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グネシウム防৯などを取り上げた．その代表的な成果が，ࢯ家が指ఠするものであったのであ
Ζう．

̑ɽΉ͢ͼ

　学振は第２次大戦中も事変・時局ٸۓ研究に事業のॏ点を置き，それにܧଓして取り組んだ．
新体制運動に対しては，文部省科学振興調査会の౴申や政府へのݐ議を通じて，文部省の科学
行政や学振の存在意ٛを政府にૌえた．その݁果，同省の科学行政も学振の事業も，同運動に
大きな影響を受けることなくҡ持された．1942年に技術院が創ઃされ，所管のߤ技協でۭߤ技
術の共同研究が開始されるが，学振の学術部でも前年に཮軍ۭߤ技術研究所から研究課題の提
示を受け，ۭߤ技術に関する大規模な総合研究が先行して行われた．
　1943年には戦局のѱ化を受けて，国がより直接的な科学技術動員にண手し，学研の研究൝，
内ֳの戦時研究員などの制度が創ઃされるが，その本格的な展開は1944年以߱である．そのた
め，本文で紹介したように，学振自਎は1943年10月時点で「戦力૿ڧを目的とするٸۓ研究は
今日طに大൒を本会にԙて実施中」と認識していた．この認識の通り，1943年までは，学振が
科学技術動員において中心的な役割を果たしていたと言えるであΖう．
　その後も，学術部では軍部や׭ிから委託研究をܧଓして受け，時局ٸۓ研究に取り組んだ．
大戦末期になっても，学振の事業活動に大きな変化はなかったのである．
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